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安倍政権、9月臨時国会に、 
「共謀罪」新たな法改正案を提出へ! 
安倍政権は、小泉政権が過去 3回にわたって国会に提出し、廃案となった「共謀罪」について、

適用の対象を絞り、構成要件を加えるなどした新たな法改正案をまとめました。2020年の東京五輪

やテロ対策を前面に出す形で、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に変え、9月に召集される臨時国

会での提出を検討しています。 

共謀罪は、重大な犯罪を実際に実行に移す前に相談しただけで処罰するもので、小泉政権が 03

年、04年、05年の計 3回、関連法案を国会に提出されましたが、ろ捜査当局の拡大解釈で「市民

団体や労働組合も処罰対象になる」といった野党や世論からの批判を浴び、いずれも廃案になりま

した。 

今回は、４年後に東京五輪・パラリンピックを控える中、世界で相次ぐテロ対策の一環として位

置づけています。参院選で自民党が大勝した政治状況も踏まえ、提出を検討しています。 

今回の政府案は、これまでの法案から次のような変更しています。 
・今回の政府案では、組織的犯罪処罰法を改正し、「組織

的犯罪集団に係る実行準備行為を伴う犯罪遂行の計画罪」

（テロ等組織犯罪準備罪）を新設しています。 

・過去の法案では、適用対象を単に「団体」としていまし

たが、今回は「組織的犯罪集団」に限定。目的が 4年以上

の懲役・禁錮の罪を実行することにある団体」と定義しま

した。テロ組織や暴力団、人身取引組織、振り込め詐欺集

団などを想定しています。 

・過去の法案では、犯罪を行う合意する「共謀」だけで罪

に問われていました。今回は共謀という言葉を使わずに「2

人以上で計画」と置き換えたうえで、計画した誰かが、「犯

罪の実行のための資金または物品の取得その他の準備行

為」を行うことを構成要件に加えました。武器調達のため

にパンフレットを集める等の行為を想定しています。 

・対象になる罪は法定刑が 4年以上の懲役・禁錮の罪とし、

その数は 600を超えるとみられ、道路交通法や公職選挙法にも適用されることになり、対象範囲

が広くなっています。「テロ等組織犯罪準備罪」の罰則は、死刑や無期、10年を超える罪に適用

する場合は 5年以下、4年以上 10年以下の罪には 2年以下の懲役・禁錮としています。 

今なぜ、再び共謀罪か 
 2000年に国連総会で国境を超える犯罪を防ぐため「国際組織犯罪防止条約」が採択され、日本も

署名し、国会は 2003年に承認しましたが、条約を締結するには共謀罪を含む国内法の整備が必要

として、議論が始まりました。そして、過去 3回、国会に提出されたものの、批判が強く、廃案と
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なり、条約の締結はできていません。今年 6月時点で、187カ国が締結し、G8で締結していないの

は日本だけとなっています。 

 ではなぜ今、名前も変え、中身を変えてまで、法案成立を狙うのか。一つは、オリンピックを前

に、テロを防ぐためならと、国民の理解を得られやすいチャンスであること。二つは、テロへの不

安が世界的に高まり、日本人も巻き込まれるなど、身近になるなかで、国民の理解を得られやすい

こと、そして、衆参で単独過半数を確保し、内閣支持率が高水準を維持していることで、今のうち

に一気に成立させるとの算段が働いているようです。 

臨時国会に提出し、継続審議として来年の通常国会以降で成立を狙う? 
 今後の見通しについて、9月召集予定の臨時国会は、今年度の第二次補正予算案、TPP承認案、

時間ではなく成果で賃金を支払う労働基準法改正案など重要法案を抱えており、さらに憲法改正や

天皇の生前退位をめぐる皇室典範改正議論も予想されます。このため、国会の審議状況によっては、

臨時国会で継続審議とし、来年の通常国会以降で成立させるという見方が報道されています。 
 
 

 

 

 

貧困で悩む高校生報道に、片山議員がツィターで攻撃 
 ＮＨＫ「ＮＥＷＳ７」で紹介された貧困で悩む高校生をめぐって、 

片山さつき参院議員がツィターで攻撃し、大きな話題となっています。 

 18日放送の特集「“貧困の現状知って”進路悩む高校生」で取り上げ 

られたのが、神奈川県内に住む高校 3年生の女子高校生。アルバイトの 

母親と２人暮らしで、進学を希望しているものの、経済苦が壁になって 

いるという。自宅アパートに冷房設備はなく、中学時代はＰＣを購入で 

きず、母親が買い与えた約 1000円のキーボードで練習を重ねて授業につ 

いて行ったとのエピソードを明かしました。 

 反応したネット住民が、映り込んだ自室内の様子にカミつき、「貧乏ならこんなに雑貨があふれ

ていない」「貧困どうのではなく、無駄遣いしすぎ」などと批判。そして、家電をリストアップし

たり、ツイッターのアカウントを探り当てて私生活を暴露したり、自宅を割り出すなどの騒ぎにな

っています。まさに、袋叩きの状態です。 

これに便乗しているのが片山議員です。ツイッターで「私はたまたまこのニュースはライブで見

て」と、「暮らし向きはつましい御様子ではありましたが、チケットやグッズ、ランチ節約すれば

中古のパソコンは十分買えるでしょう」などと書き込み。さらに、「週明けにＮＨＫに説明をもと

め、皆さんにフィードバックさせて頂きます！」と、ネット情報をうのみにして攻撃しています。 

 片山議員は、「次長課長」河本準一氏の生活保護費問題で吊るし上げ、世論の猛反発を食らい、

火ダルマになった人物です。懲りていないようです。あきれられるばかりですが、あきれているば

かりではいけません。人権問題です。早速、若者たちが立ち上がりました。 

貧困バッシングは許さない! 立ち上がる若者たち 
 この母子家庭の女子高校生に対するバッシングに抗議するため、若者グループ「ＡＥＱＵＩＴＡ

Ｓ」(エキタス)は 27、28日貧困叩きに抗議する緊急デモや街宣を東京、名古屋、京都で行いまし

た。合言葉は「生活に苦しいヤツは声あげろ」。 

 東京では 27日夜に新宿アルタ前から「貧困叩きに抗議する緊急デモ」が行われました。作家の

雨宮処凛さんらが「貧困を訴えた高校生を、国会議員が検証することなくバッシングすることに怒

りを持っている。怒っている人がこれだけいることを可視化して行きましょう」と呼びかけました。 

 

学習会の案内  「表現の自由と国際人権―許すな!共謀罪新設 秘密保護法廃止!」 
とき:8 月 30 日(火)18 時 30 分~  ところ:文京シビックセンター4 階ホール 資料代:500 円 

講師:海渡雄一さん(秘密保護法対策弁護団) 主催:「秘密保護法」廃止へ!実行委員会（チラシ別添） 
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京都では 28日午後 4時から四条河原町マルイ前で街宣、名古屋では 28日午後 4時半から JR名

古屋駅東口交番前で街宣が行われました。 

 

各地のとりくみ  
佐賀 共同行動佐賀県実行委員会と佐賀県 1000人委員会の 40人で宣伝行動 
 19日、くらしを守る共同行動佐賀県実行委員会と戦争をさせない佐賀県 1000人委員会は、佐賀

市内で宣伝行動を行い、約 40人が参加。くらしを守る委員会の浅川芳高氏は「安倍首相は参院選

で憲法改正の話をせず、3分の 2の議席を改憲派がとると改憲発言する。こんな姑息なやり方はな

い」と批判しました。1000人委員会の大草秀幸代表は「北朝鮮や中国に対して日本が武力で対応し

ようとすれば、ますます相手国は強硬姿勢をとるだろう」と日本政府の対応を批判しました。 

徳島 憲法共同センター戦争法の廃止を求め宣伝行動 
 19日、徳島憲法共同センターは徳島駅前で宣伝し、戦争法の廃止を求めました。23人が参加し、

ビラ約 200枚を配りました。 

 医労連の岸照人さんは「市民と野党の共同は大きな成果をあげた。この共同を広げることが改憲

を阻止する力になる」。徳島革新懇の横山良代表世話人は「南スーダンの PKOで、自衛官が殺し、

殺される危険が迫っている。市民の運動を広げ、野党共闘をより発展させ、選挙に勝利し、戦争法

を一度も使わせないまま廃止させよう」と力を込めました。 

 台湾から観光で来た女性は宣伝をスマホで撮影し、「9条が壊されようとしていることは知ってい

ます。私たちは戦争が大嫌い」と話しました。 

山口 総ががり実行委員会「19日忘れない行動」 
 19日、総がかり山口地域実行委員会は、山口市民会館前で「19日忘れない行動」を行いました。

約 70人が参加し、野党共闘を継続させ、安保法制の廃止と安倍政権のもとでの憲法改悪を許さな

い運動を強めようと確認しました。 

 共同代表の外山英昭山口大学名誉教授は「安倍首相は参院選が終わったとたんに憲法改悪を本格

的に進めようとしているが、野党と市民の共同に確信を持ち、改憲ノーの声を広げよう」と強調。

日本共産党の佐藤文明県委員長、民進党の小田村克彦県連幹事長、参院選の野党統一候補として奮

闘した纐纈（こうけつ）厚氏らが連帯あいさつし、「憲法改悪反対の共同を強め、次期衆院選に向

けて統一の機運を高めていこう」と述べました。 

 「19日忘れない行動」は、県内 10カ所で行われました。 

高知 「憲法変えたらいかんぜよ」と高知憲法アクションが行動 
 20日、戦争法の廃止を求める「19日行動」が、高知市の丸の内緑 

地で行われました。主催は高知憲法アクションで、野党 4党など 120 

人が参加しました。 

 呼びかけ人の山崎秀一氏は、参院選で野党共闘が無党派層の投票を 

促したとし、「憲法改悪と独裁への歯車と、憲法を守る共同をつくる 

歯車が真正面からぶつかっている情勢です。野党共闘をさらに大きく 

し、安倍政権を退陣させよう」と呼びかけました。原発をなくす会の 

外京ゆり共同代表は「伊方原発の再稼働は、国民の大多数が反対して 

います。声をあげ続け、再稼働を止めよう」と訴えました。 

 集会後、参加者全員で「憲法変えたらいかんぜよ」「高江の工事は 

ざんじ(すぐに)中止」と唱和しました。 
 


